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2019 年 11 月議会 まつや清総括質問・応答 
 

2019 年 12 月 2 日 

 

１．気候変動と SDGs について 
１）気候非常事態宣言について 
 今日 12 月 2 日からスペインで始まる世界 190 ヶ国が参加する COP25
に世界中の注目が集まっています。2015 年パリ協定「2050 年温室効果
ガス 80％削減目標」を達成できても今世紀中に気温上昇 3.2 度に達し
てしまう地球温暖化の速さからです。9 月 23 日、国連気候行動サミッ
トでは世界 65 ヶ国と東京都、横浜市など 100 を超える自治体は「2050
年実質ゼロ」を合意しました。残念ながら日本は世界第 5 位の排出国
にもかかわらず現状目標にとどまり、アメリカはパリ協定離脱表明、
しかし欧州連合が先週に「気候非常事態宣言」を行いました。一方で
昨年、スウエーデンの高校生グレタ・トｳンベリーさんによる FFF(未来
のための金曜日)ストライキに始まる 16 歳以下の子供たちの「私たち
の未来を奪うな」気候マーチが全世界で広がり始め、11 月 29 日、日本
中で静岡市でも若者が街頭に立ちました。市長に伺います。 
 
（１）9 月の国連気候行動サミットで示された 2050 年温室効果ガス

排出量実質ゼロをどのように受け止めているか。世界 18 ヶ国 970
の自治体に続き長崎県壱岐市（お手元資料）や鎌倉市議会は気候
非常事態宣言を行っています。SDGs を掲げ日本初の国連演説をし
た自治体として、政令市初の気候非常事態宣言を行い全国のリー
ダー役を果たす考えを持っているのか。 

 
＜答弁＞ 

同サミットにおける多くの国や企業の温室効果ガス削減に向けた
表明を受け、本市は、改めて地球温暖化が世界共通の喫緊の課題で
あり、より一層対策を強化していく必要があるものと再認識した。 

 
気候非常事態宣言は、国や自治体、学校、企業などが、近年の気

候変動が危機的な状態であることを認め、その状態を広く周知して
いくことや、温室効果ガス排出量実質ゼロに自らが取り組んでいく
ことなどを内容とするもの。 

こうした宣言の背景には、「産業革命前からの気温上昇を２℃よ
り低い状態に保つとともに、1.5℃に抑える努力を追求する。」こと
を目標とした「パリ協定」が（2015 年に）採択されたことや、近
年の異常気象による自然災害、海水温の上昇に伴う水産業への影響
など、気候変動が人間社会に対し大きく影響を及ぼしていることな
どが挙げられる。 
 こうした宣言がなされる一方で、本市としては、気候非常事態を
宣言するよりも、実現性を担保した施策を着実に実行することが肝
要と考えている。 

そのため、平成 28 年 3 月に策定した「第 2 次静岡市地球温暖化
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対策実行計画」に掲げた 4 つの基本目標、 
〇省エネルギーの推進 
〇再生可能エネルギーの普及促進 
〇エネルギーの分散化 
〇気候変動に適応した対策の推進 
 
これらの達成に向けた取組を行政だけに留まらず市民、事業者な

ど、あらゆる主体が一丸となり着実に進めていく。 
一例として本市は、清水エスパルスと連携した省エネなどの普及啓
発や、企業、大学、団体などと連携した次世代エネルギーに関する
イベントの開催、企業や自治会と連携した水素エネルギーによる電
力供給実証、また、沼上清掃工場における社会科見学では、未来を
担う子ども達に対して省資源に関する普及啓発を行うなど多様な取
組を通じて、地球温暖化対策のための国民運動「COOL CHOICE（ク
ールチョイス）」を推進している。 

今後も、市民や事業者など、より多くの主体を巻き込み、連携の
もと、強固なパートナーシップを構築し、温暖化対策の取組を強力
に推進していくことにより、SDGs で掲げるゴール 13「気候変動に
具体的な対策を」の実現を目指す。 

 
（２）静岡市は SDGs と 5 大構想を連携させる取り組みを行っていま

す。しかしながら、５大構想の中には、SDGs のゴールの一つであ
る「気候変動」がかかげられていません。世界的な課題でもある
「気候変動」に取り組むことは、SDGs 未来都市としても必要なこ
とです。現在、気候変動を第３次総合計画にどのように位置づけ
ているのか伺います。 

 
＜答弁＞ 

3 次総における 10 の分野設定のうち、「生活・環境」分野の「政
策」の一つとして「総合的に地球温暖化対策に取り組むこと」を位
置付けている。 

また、その「政策」を実現するため、第２次静岡市地球温暖化対
策実行計画の４つの基本目標を 4 つの「施策」として掲げて取り組
むこととしている。 

 
（３）アントニオ・グテーレス国連事務総長の提唱した「2030 年時

点で 45％の削減」の言葉の重さに静岡市は危機感をもつ必要があ
ります。静岡市の 2030 年の温室効果ガス排出量目標は 26％で
す。2030 年、45％削減という目標を掲げないのかを伺います。 

 
＜答弁＞  

本市は、「第２次静岡市地球温暖化対策実行計画」において、市
域から排出される温室効果ガスの量を、基準年である 2013 年度と
比較し、2030 年度までに 26%を削減することを目標に掲げている。 
本市の目標については、国が国連に提出した目標値との整合を図っ
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ており、現時点では、この削減目標達成に向け着実に取組を行って
いくことが重要であるものと認識している。 

 
（４）スペイン政府の支援を受けて COP25 に向かうグレタさんは高校

生でありながら多くの人々の心を揺さぶりました。静岡市の学校
教育において SDGs を含む気候変動はどのように扱われているの
か。 

 
＜答弁＞  

学習指導要領では、「持続可能な社会の担い手」の育成が掲げら
れており、中学校理科において自然活動について調べる中で「気候
変動にも触れること」とされている。 
この単元の指導を通じて、身の回りで起きている環境問題から地球
規模の問題に至るまで幅広く問題意識をもち、科学的に探究する活
動により、根拠に基づいて判断しようとする態度を子どもたちに養
っていきたいと考えている。 

このため、実際の授業では、酸性雨によって溶けた銅像をきっか
けに、生活や環境への影響を調べる活動などを行っており、例え
ば、自動車から排出される二酸化炭素やその他の化学物質による影
響を調べる活動をとおして、自分たちの生活が地球温暖化など地球
規模の環境に影響を与えていることに気付き、生活を見直していく
意識を育てる学習などが行われている。  

 
（５）2030 年温室効果ガス 45％削減を実現するためにはスズキ自動

車など大手企業の取組みが必要になります。静岡市の気候変動に
かかわる取組と整合を図るため、大手企業の長期目標を把握すべ
く、情報公開要求と資料の公開を検討するべきではないか。 

 
＜答弁＞  

現在、多くの企業は、自社ホームページなどで、環境への取組と
して温室効果ガス排出量の削減目標を公表している。 
また、一定以上のエネルギーを消費する企業は、静岡県地球温暖化
防止条例に基づき、温室効果ガス排出削減計画書を静岡県に提出す
ることとなっており、この計画書も静岡県のホームページで公開さ
れている。 

このように、いずれも、本市が情報収集できるものであるため、
情報公開要求などは考えていない。 

 
２）気候変動に関わる指標について 

事業体としての静岡市は区域排出量 556 万トンのうち 25 万トンを
占めますが電力、廃棄物の分野について伺います。 

 
（１）静岡市エネルギー地産地消事業における 2018 年度の各施設に

おける電力購入及び温室効果ガス排出量削減実績と事業の成果、
今後の取組はどのようになっているか。 
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＜答弁＞  
この地産地消事業では、市有施設のうち、電力需要の大きな 279

施設において電力を購入している。 
本事業の実績について、2018 年度の電力購入量は約 1 億 4 千 kW/ｈ
となった。 

また、沼上・西ケ谷清掃工場の環境負荷の低い電力を活用するこ
とで、市の事務事業から排出される温室効果ガスの量は、基準年で
ある 2014 年度と比較して、2022 年度には 9.0%以上削減することと
した目標に対し、直近では 2017 年度となりますが、約 2 万 3 千ｔ
－CO2、8.9％の削減を実現している。 
事業の成果については、2018 年度には、事業を開始する前に契約
していた料金体系と比較し、約 1 億 3 千 5 百万円の経費削減に繋が 
った。 

今後の取組については、環境に優しいエネルギーの導入拡大に向
け、本年 11 月から固定価格買取制度の期間満了を迎える太陽光発
電の余剰電力、いわゆる「卒 FIT 電力」を活用する取組を開始した
ところである。 

今後も、より多くの市民の皆さんのご協力を通じて、温室効果ガ
スの排出量削減につながるよう、事業の周知を図っていく。 
 

（２）静岡市一般廃棄物処理基本計画の数値目標である一人 1 日当た
りのごみ総排出量について、2018 年度削減実績とこれまでの 4 年
間の達成状況、また今後どのように取り組んでいくのか。 

 
＜答弁＞  
「一人１日当たりのごみ総排出量」の2018年度実績について 
2018年度は、家庭系、事業系を合わせ「一人１日当たりのごみ総排
出量」の目標926グラムに対し、実績は、935グラムで、9グラム、約
1%の増となり目標を達成できなかった。 

達成できなかった理由として、内訳を見ますと家庭系は目標673グ
ラムに対し、668グラムと目標を達成したものの、事業系について
は、「一人１日当たりのごみ排出量」に換算すると、目標253グラム
に対し、267グラムで、14グラムの増となった。 

 
過去４年間の達成状況について 

2018年度を除いた３年間は、家庭系、事業系を合わせた「一人１
日当たりのごみ総排出量」の目標は達成できたものの、事業系が、
目標を達成できず、事業系ごみの削減が課題となっている。 
事業系ごみについては、2018年度の一般廃棄物実態調査によると、
約５４％が紙類であり、うち、約７４％がリサイクル可能なものと
推測され、特に、紙ごみの資源化を促進する必要がある。 
 
今後の取組について 

これまで実施してきた大規模事業者へのごみの減量・資源化を促
す指導等に加え、清掃工場への搬入制限の検討や中小規模の事業者
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に対し、関係団体を通じて、ごみの適正排出・分別に関する啓発チ
ラシの配布、会報誌への記事掲載を行うなど、事業系ごみの減量・
資源化を進めていく。 

 
（３）自然エネルギーの普及・拡大に向け静岡市は、指定都市自然エ

ネルギー協議会の一員となっています。横浜市は、CO2 排出量を
相殺する植林や自然エネルギーの拡大を目指すカーボンニュート
ラル宣言を行っていますが静岡市も宣言すべきではないか。 

 
＜答弁＞  

まず、カーボンニュートラルとは、温室効果ガスの排出量を実質
ゼロにすることであり、具体的には、「植林や適切な森林整備による
二酸化炭素の吸収」、「再生可能エネルギーの導入拡大」や、他者が
削減した温室効果ガスの排出量を金銭で売買する「排出権取引によ
る環境価値の買取」などにより、人間活動による二酸化炭素排出量
を相殺することなどをいう。 

本市は、これまでも答えたとおり、「第２次静岡市地球温暖化対策
実行計画」に掲げた 4 つの基本目標の達成に向けた取組を、強力に
推進していくことが重要であるものと認識しているため、現時点
で、「カーボンニュートラル宣言」をすることは考えていない。 
 
（４）清掃工場で焼却されるプラスチックは CO2 排出量に大きく影響

します。市のごみの中のプラスチックは 20％程度です。海洋プラ
スチック憲章を受けて日本政府もようやくプラスチック使い捨て
容器、マイクロプラスチックなど 2030 年 25％削減数値目標を掲
げました。CO2 の削減に向けて家庭から排出されるプラスチック
ごみ削減について今後どのように取り組んでいくのかを伺いま
す。 

 
＜答弁＞  

本市では、これまで4Rを推進する中で、特にごみになるものを断
る「リフューズ」に重点を置いて、取り組んできた。 
その一つの取組として、2008年度からスーパー等と「レジ袋削減に
向けた取組に関する協定」を結び、買い物時のマイバック持参を呼
びかけ、本年10月末現在、18事業者、85店舗と協定を締結し、レジ
袋削減に取り組んでいる。 

今後の取組については、CO2削減に寄与する素材を使った、家庭用
ごみ袋等への転換を検討すると共に、使い捨てプラスチック削減に
向けた取組を行う事業者を「プラスチックごみ削減協力店」として
登録する制度を創設し、事業者との連携により市民の皆さんの使い
捨てプラスチック削減につなげていく。 

また、可燃ごみに混入するペットボトルについては、これまで実
施してきた出前講座やイベントでの分別等の周知に加え、新たな取
組として、集積所での排出指導を実施するなど、分別・資源化の徹
底を図っていく。 
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２．異常気象と防災対策について 

 
１）台風被害について  

気候変動に対しては、今述べた 2050 年温室効果ガスを削減するた
めの緩和策と既に進行しつつある地球温暖化への適応策が必要にな
り、世界的にも緩和策と適応策が温暖化対策の両輪として進められて
います。政府は 2018 年 11 月に適応策の政府計画を策定するととも
に、同年 12 月に気候変動適応法の施行と適応センターを設置しまし
た。この政府計画では、農林水産業、自然生態系、自然災害、健康な
ど 7 分野を対象としています。国土交通省有識者会議では直近の鬼怒
川決壊、西日本豪雨、今年度の台風 15 号、19 号、21 号を踏まえ、こ
れまでの過去の最大の風水害への防災対策から気候変動を新たな外力
として位置づけるよう「河川整備方針」の一部改正を提言しました。
静岡県でも適応センターがこの 3 月に立ち上がりましたが、国を挙げ
て適応策に取り組んでいるところであります。 

 
（１）静岡市は今後、適応策をどのように進めていくか伺います。 
 
<答弁＞ 

市は、「第２次静岡市地球温暖化対策実行計画」において、地球温暖
化に対し、河川や下水道施設の整備などの取組を盛り込んだ「適応計
画」を定めたところである。 

令和元年度は、近年の気候変動に伴う人間社会への影響なども踏ま
え、全庁が一丸となり「適応計画を推進するための体制」の構築のほ
か、ハザードマップのより一層の周知や熱中症、感染症の予防対策な
どの具体的な取組を盛り込んだ、「（仮称）適応計画アクションプラン」
を策定する予定。 
 
（２）国土交通省は、自然災害分野において気候変動適応計画を策定

し治水対策の在り方の転換点に立とうとしています。台風 19 号
は太平洋の海の温度上昇、地球温暖化が原因と推定され静岡市に
おいても高潮や波浪が要因となる大型台風となりました。高潮の
影響がない地域、私が住む城北 2 丁目地区でも一部の道路が冠水
し車両の通行が不可能となり、安東川沿線の家屋においても床上
浸水寸前の状況でした。この地区は県が実施する巴川麻機遊水地
第 2 工区安東川エリアの整備、市が実施する浸水対策プランに位
置づけられています。城北地区における雨水幹線の事業スケジュ
ールと整備が完了した時の効果について伺います。 

 
＜答弁＞ 

内水氾濫対策の整備スケジュールについて 
まず、城北二丁目地区については、これまでも大雨時に浸水被害

が多く発生していることから、浸水対策推進プランで位置づける市
内４１の対策地区のひとつとして、整備を進めている。 

これまでに、当該地区に集まる雨水を分散させるためのバイパス
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管や、ポンプ施設の整備を行ってきた。 
さらに、令和元年度からは、新たに延長約 550m、内径 2.8m の雨

水幹線を県立中央高校南側の道路へ埋設し、安東川へ放流する大規
模な事業に着手し、令和４年度の完成を目指している。 
 
整備効果について  

浸水対策推進プランでは、概ね１時間当たりの降雨量 67mm に対
応する施設整備を進めており、整備が完了すればこれに相当する降
雨においては、床上床下浸水を防ぐ効果が期待できるものと考えて
いる。 

 
（３）城北地区における雨水幹線の完成まで 4 年かかるとのことで

す。巴川遊水池事業第二工区安東川エリアは昨今の台風の巨大化
への対策として完成時期は 2 年前倒しの 2021 年 3 月になりまし
た。   
安東川は、市の管理、第二工区は県事業となっていますが、どの
ような連携となっていくのか伺います。 

 
＜答弁＞ 

安東川と遊水地第 2 工区は、どのような連携となっていくのかに
ついてですが、麻機遊水地第 2 工区の安東川エリアは、県立静岡中
央高校の東側に位置し、準用河川安東川から直接、水を遊水地へ取
り込むことにより、安東川の水位上昇を抑制する効果が期待され、
上流の城北二丁目地区の既存の排水路や、下水道事業で実施中の雨
水幹線の排水が容易になり、内水被害が軽減される。 

県では令和２年度の供用を目指し、池の掘削や、安東川の護岸に
水の取り入れ口を設置するなど遊水地整備を進めている。 

これにより、市が管理する安東川も遊水地と接続し、一体的な管
理が必要となるので、県管理の二級河川に格上げするための事務手
続きを、遊水地整備の進捗に併せ、県と連携して進める。  

 
２）避難対策について 

今回の台風 19 号による城北地区浸水区域の住民間では一人暮ら
しの高齢者の避難支援を話し合い、車いすの二人暮らしの高齢者
の福祉施設への直接避難もありました。昨日も地元での防災訓練
に車いすの方の参加があり改めて要配慮者への避難の在り方を考
えさせられました。水防法、土砂対策法により福祉関連施設にお
ける要配慮者の個別避難計画は法律で定められています。 
 

①水害避難計画の作成対象となる、施設の種類や施設数はどれくら
いか。また、ハザードマップの見直しなどに伴う作成状況や施設
の種類ごとの状況はどのようになっているか。要配慮者の利用施
設の訓練状況はどうなっているか。 
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＜答弁＞ 
作成の対象となる施設について  

介護施設、障害者施設、高齢者施設などの福祉施設、病院や診療
所などの医療施設、幼稚園や小･中学校などの教育施設などであ
り、静岡市地域防災計画において位置づけている。 
 
計画の作成状況について  

平成30年度は対象515施設のうち443施設（率にすると86%）が作
成済となっている。対象となる施設は、ハザードマップの更新に伴
う対象エリアの拡大や、施設の新設･廃止などにより増減し、令和
元年度は、対象が654施設のうち、10月末現在で481施設（率にする
と74%）が作成を済ませている。 

なお、平成30年度の全国における作成率は36%となっている。 
 

施設の種類ごとの計画作成状況について  
教育施設は 9 割以上、介護施設や高齢者施設は約 8 割が作成済み

ですが、障害者施設、幼稚園や医療施設では、作成率が５割から 7
割にとどまっているため、文書等で勧奨しているところ。 

 
要配慮者利用施設の訓練状況 

本年10月末現在、水害の避難訓練は114施設（率にすると17%）か
ら実施の報告を受けている。計画の作成や訓練の実施については、
それぞれの施設を所管する各課から指導しており、危機管理課にお
いても、6月第1週日曜日の「土砂災害･全国防災訓練」にあわせ、
施設の管理者に対する情報伝達訓練を実施しているところ。 

要配慮者利用施設の訓練については、施設により様々な配慮が必
要となることから、それぞれの所管課と連携し、実効性のある訓練
に取り組んでいきたいと考えている。 

 
②要配慮者の個別避難計画は努力目標となっており、本人の申し出

により登録名簿が 450 の自主防災組織に提供されています。避難
行動要支援者名簿の登録状況はどうなっているか。 
 

＜答弁＞ 
本市では、平成 22 年度に策定した「静岡市 避難行動要支援者 

避難支援プラン」に基づき、65 歳以上の一人暮らしの高齢者の方や
要介護認定を受けている方、障害者手帳の交付を受けている方など
を登録の要件としている。 

その中で、本市が要支援者本人に対し地域に情報を提供すること
について確認を行い、提供に同意された方を避難行動要支援者名簿
に登録し、その方の情報を地域の自主防災組織と民生委員に提供し
ている。 

2019 年 11 月の時点で、登録の対象となっている要支援者は、
128,328 人おり、そのうち、地域に自身の情報を提供することに同
意した方は 59,955 人、全体の 46.7%となっている。 
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 同意した方の主な内訳は、複数の要件に該当する方もいるため、
総登録者数と異なりますが、65 歳以上の高齢者のみの世帯又は一
人暮らしの高齢者の方が 54,468 人、要介護認定を受けている方が
4,927 人、障害者手帳の交付を受けている方が 9,261 人となってい
る。 

 
③要支援者の避難支援に関する個別計画はどのように作成している

のか。 
 

＜答弁＞ 
個別計画とは、地域の中で要支援者の避難支援を行うにあたって必

要な情報をまとめたもので、要支援者本人から市に提出してもらって
いる。具体的には、家族構成、緊急連絡先、避難を支えてくれる身近
な人の情報のほか、対象者が支援を受けるにあたって必要な情報とし
て、例えば「要介護度 3 で一人での歩行が困難。」や「耳が遠いので
大きな声で話してほしい。」といった自身の状況と必要な支援等を記
載していただく内容となっており、市では、この個別計画の写しを、
避難行動要支援者名簿と合わせて該当する地域の自主防災組織や民生
委員に渡している。 

次に、市から個別計画の写しを受け取った自主防災組織や民生委員
などの地域の支援者は、要支援者への訪問調査・現況確認を実施する
中で、情報を補完し、具体的な避難支援のための取組を検討してもら
っている。災害時の避難支援をより実効性のあるものにするために
は、平常時からの準備が重要であり、市では、個別計画の活用方法や
活用事例をまとめた「避難支援マニュアル」により、要支援者の避難
支援に役立ててもらえるよう、地域の支援者に対して周知啓発に取り
組んでいる。 
 

 
④城北学区地区社協において、県立大学鈴木俊文准教授を講師に招く

などして要配慮者の避難支援をテーマに数回の勉強会を持ちまし
た。非常事態において人間は制度と法律を超える力を確かに持って
います。が、平時において町内型組織の住民が要配慮者の避難支援
にどう関わるかの課題については責任の重さから一歩を踏み出せ
ず、個別避難支援計画の難しさを実感しました。一方で浸水地域で
の避難計画は地震災害に比べあらかじめ期間、区域が事前に把握で
きるため作成しやすさがあります。個別計画は、市と要支援者と地
域で作っていくこととなっています。ただ、個別避難計画は市の強
い関与なしに住民の自発性に頼るだけでは作成は極めて困難であ
ると考えます。その意味で、登録名簿を作る過程で地震と風水害そ
れぞれに分けた個別計画を作成する必要についてどう考えるか。 

 
＜答弁＞ 

災害は、その種類によって特性が異なり、地震においては、事前の
想定は困難ですが風水害においては、事前に被害の規模やタイミング
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が想定できるという特性があります。また、災害の発生する場所によ
っても、浸水、土砂、津波など被害を受けるリスクも変わってくる。 

本市の策定している避難支援プランは、地震のみならず、風水害等
すべての災害を対象としたものであり、現在の個別計画の内容におい
ても各種災害やリスクに対応できるものであると考えている。 

しかしながら、昨今、想定を超える風水害が発生している中、今ま
で以上に、災害の種類やリスクを踏まえた対応が必要になってきてい
る。 
今後は、地域の支援者である自主防災組織や民生委員とも状況を共有
していく中で、個別計画の実効性をさらに高めていけるよう検討を進
めていく。 
 
⑤要配慮者や女性の人権、プライバシー保護など必要な基準が定めら

れている「スフィア基準」というものがあります。お手元資料。2016
年内閣府の避難所運営ガイドライン」によって紹介されました。台
風 19 号でいわき市夏井川が決壊し避難が長期化した避難所では家
族別テントが提供されました。避難所運営において、一人当たりの
避難スペースの考えかたなど、スフィア基準を参考にした避難所運
営を行うことはあるのか。 

 
＜答弁＞ 

「スフィア基準」とは、地域紛争による難民等が、尊厳のある生活
を送ることを目的に定められた基準であり、人命維持のための水の供
給量、食糧の栄養価、居留地内のトイレの設置基準や数、保健サービ
スの概要や一人あたりの避難所スペースなどを定めたもの。 
 長期間の滞在となる難民キャンプなどと違い、災害時における避難
所は仮設住宅などに移行するまでの間の一時的な生活の場となる。 
平成３０年３月改定の静岡県避難所運営マニュアルは、衛生面、健康
面などの配慮のほか、運営体制などにも言及したものとなっておりま
す。本市は、このマニュアルを基に避難所運営訓練を進めております
が、避難者がより健康で安全な生活を送るために、マニュアルに規定
されていない項目などは、スフィア基準も参考にして、安心・安全な
避難所の整備と円滑な運営を目指していく。 
 


